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シティズンシップ教育における教化と教育の問題 

―現代イギリスにおけるモデル・カリキュラムに着目して― 
代表 村松 灯（基礎教育学コース） 

児島 博紀（基礎教育学コース・日本学術振興会特別研究員ＤＣ） 

山口 恭平（基礎教育学コース） 

土屋 創（基礎教育学コース） 

宮地 和樹（基礎教育学コース・日本学術振興会特別研究員ＤＣ） 

志田 絵里子（基礎教育学コース） 

田中 智代子（基礎教育学コース） 

指導教員 片山 勝茂（基礎教育学コース 准教授） 

 
１．本研究の目的と問題の所在 

 本研究の目的は、シティズンシップ教育におい

て、価値を含む学習内容はどのように教授される

べきかを明らかにすることである。本研究は、一

昨年度および昨年度の高度化センタープロジェク

トにおけるシティズンシップ教育に関する研究を

基礎とし、カリキュラム・イノベーションのため

の条件を「教化（indoctrination）」と教育の区別

という観点から考察することによって、これらの

研究をさらに発展させることを目指すものである。 

 昨年度までの研究で、現代の社会においては、

意思決定過程に積極的に参加する市民の育成が重

要であり、「政治的リテラシー」の育成を主要な目

的とする「政治的シティズンシップ教育」の必要

性および重要性が示された。しかしその一方で、

政治的シティズンシップ教育は、政治に対して積

極的に参加する「態度」への志向性を含んでいる、

すなわち、その内容が特定の価値観を含むもので

あるために、教化の危険性があるものとして問題

とされてきたこともまた明らかになった。こうし

た懸念はしばしば、党派的な政治教育のみならず、

政治教育そのものを忌避する「政治教育アレルギ

ー」の主要な原因となってきた。 

 以上をふまえると、教化と教育はどのように線

引きできるのかを明らかにした上で、教化に陥る

ことなく、同時に政治的リテラシーの育成に資す

るようなシティズンシップ教育のあり方を検討す

る必要があるといえよう。そのためには本研究の

問い、すなわち「シティズンシップ教育において、

価値を含む学習内容はどのように教授されるべき

か」という問いが検討されねばならない。 

 

２．課題の設定 

 本研究では、イギリスにおけるモデル・カリキ

ュラム（以下ＭＣ）に着目し、これを教化の観点

から検討することによって、先の問いに答えるこ

とを目指す。ＭＣは、1999年改訂のナショナル・

カリキュラムをもとにＱＣＡと教育技能省が2001

年に作成した、教師向けの手引き書（『ティーチャ

ーズ・ガイド』）において示された、授業の実践案

である。 

 したがって、上記の目的および問いから、本研

究では以下の三つの課題を設定する。課題１は、

現代イギリスにおけるシティズンシップ教育では

どのような価値を含む学習内容が、どのような方

法で教授されることになっているのかについて、

ＭＣの分析を通して明らかにすることである（１

章）。課題２は、先行研究をふまえて、どのような

基準をもって教化と指摘しうるかを考察すること

である（２章）。この課題に取り組むことを通して、

Ｉ・スヌークによる〈意図〉基準を本研究の分析

枠組みとして提示する。課題３は、スヌークの〈意
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図〉基準を用いて、教化の観点からイギリスの  

ＭＣを検討することである（３章）。この課題では、

ＭＣには教化の危険性があるか、もし教化の危険

性があるとして、その危険性が回避されうるとす

ればそれはいかにしてかを考察する。最後に、以

上の考察をもとに、本研究の問いに一定の回答を

与えることとする。 

 

３．本研究の成果 

 １章では、現代イギリスのＭＣにおいては、「ア

クティヴ・シティズンシップ（能動的市民）」とい

う価値と、それを構成する要素として体系づけら

れた諸価値（正義、民主主義、多様性の尊重など）

を含む内容が、生徒自身の活動によって学びとら

れるように教授されていることが明らかになった。

具体的な教授方法としては、あるトピックに関し

て、（１）資料を用いて調査すること、（２）様々

なメディアを利用し、得られた情報を批判的に検

討すること、（３）議論すること、（４）身近な問

題に引きつけて考え、議論したり実行したりする

こと、という四つの類型が示された。 

 ２章では、教化の基準に関する先行研究を内

容・方法・帰結・意図の四つの説に整理したうえ

で、スヌークの〈意図〉基準に着目して、その妥

当性を検討した。この検討を通して明らかになっ

たことは、以下の四点である。すなわち第一に、

〈意図〉基準における〈意図〉は、強い意味での

〈意図〉（願望）だけでなく弱い意味での〈意図〉

（予見）を含むものであり、教化は実際には後者

を指摘するだけで十分であること。第二に、〈意図〉

と「動機」は概念上別のものであり、〈意図〉は実

践場面における教師の具体的な行為を第三者が分

析することによって「客観的に」指摘しうるもの

であること。第三に、その際分析の観点として、

教授の内容・方法・帰結が問題とされること。第

四に、〈意図〉はこれら三つの観点の上位概念とし

て位置づけられ、それを指摘する具体的な場面で

は、証拠の提示の有無や方法が重要な意味をもっ

ていることである。これらに鑑みると、彼の〈意

図〉基準が分析枠組みとして最も妥当であること

が結論された。 

 ３章では、〈意図〉基準を用いてＭＣを分析した

結果、以下の二点が明らかになった。第一に、教

化の危険性が高まる場面として、（１）政治的な問

題を検討する際にメディアの情報を扱う場面、

（２）論点の異なる問題を連続して扱う場面、（３）

ある問題を教材として扱うために特定の文脈に位

置づける場面が挙げられるということである。こ

れらの場面では、それぞれ（１）メディアの情報

をどのように扱うかによって、（２）論点の変化に

伴って、証拠も新たに妥当な仕方で提示されるか

否かによって、（３）一つの問題が多様な側面をも

っており、別の文脈から記述されることを生徒に

自覚させられているか否かによって、少なくとも

弱い意味での〈意図〉が指摘されることになる。

第二に、生徒が証拠を検討することそのものを教

授活動に含めることが、教化の回避に資すること

が明らかになった。ＭＣでは、価値の内実をア・

プリオリに設定してそれを教授するというアプロ

ーチは取られておらず、生徒自身が情報や証拠と

されているものを再度批判的に分析したり、議論

したりすることを通して、価値を支持する証拠と

なるものを発見していく機会が保障されていた。 

 以上の検討から、教化に陥らずにシティズンシ

ップ教育を行うためには、証拠を妥当な仕方で提

示するとともに、証拠そのものの検証のスキルや

機会を教育活動に含みこませる必要があることが

明らかになった。このことは、カリキュラム編成

の際にも重要な論点となるだろう。また、３章で

は最後に、とりわけ政治的リテラシーの育成とい

う観点から、今後克服すべき課題や論点を考察し

た。スヌークの〈意図〉基準によってシティズン

シップ教育が政治的リテラシーの育成に積極的に

方向づけられるか否かは、実際には両義的な解釈

が成り立つだろう。論争的な問題の扱いに関して

も、スヌークの理論から具体的な教育活動を引き
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出すことは難しい。しかしながら、合意のない知

識、あるいは証拠が不確かな知識を扱うことは必

ずしも教化を意味しないし、〈意図〉基準をクリア

しつつ論争的問題を扱う可能性は十分に開かれて

いる。以上、証拠の扱いと、その延長としての論

争的問題の扱いという論点に関わる考察から、政

治的リテラシーの育成を目指すシティズンシップ

教育において、価値を含む内容はどのように教授

されるべきかという本研究の問いに一定の回答を

与えることができた。 

 

４．今後の課題 

 今後に向けて以下の二点が課題として残された。

第一に、本研究では実際の実践を分析対象として

いない点である。教化が問題となるのは個々の実

践場面であり、スヌークも教室内での教師－生徒

関係において教化を捉えている点に鑑みても、分

析をさらに詳細かつ正確に進めていくためには、

実際の実践を対象とすることが不可欠である。第

二に、論争的問題の扱いに関して、具体的な方法

については十分に論じることができなかった。こ

の点は政治的リテラシーの育成という本研究の問

題関心からすれば非常に重要であるため、今後の

課題としたい。 
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農山村における地域とともにある学校づくり 

―長野県木島平村のコミュニティ・スクール構想を事例として―
代表 園部 友里恵（生涯学習基盤経営コース） 

村上 純一（学校開発政策コース・日本学術振興会特別研究員ＤＣ） 

古仲 素子（基礎教育学コース） 

町支 大祐（学校開発政策コース） 

古田 雄一（学校開発政策コース） 

邊見 信（基礎教育学コース） 

指導教員 小国 喜弘（基礎教育学コース 准教授） 

 
１．問題関心 

 今日、我が国において進行している少子高齢

化・過疎化の傾向は、都市部以上に農山村で顕著

である。農山村では自治体の維持・存続自体も困

難となっており、それは公教育、すなわち学校の

維持・存続にも影響を与える。このような問題に

悩む農山村における学校教育のあり方を検討する

ことは、そこに生まれ育つ子どもたちの公教育を

受ける場を保障し、そして学習する権利を考える

上でも、今日の我が国においては避けて通れない

課題といえるのではないだろうか。 

 こうした少子高齢化・過疎化をめぐる問題があ

る一方で、今日我が国の学校が置かれている文脈

を考えたとき、そこには「地域との接近」という

傾向を見て取れる。1998年の中央教育審議会答申

の中で提唱された地域住民の学校運営への参画は、

学校評議員制度（2000年～）、学校運営協議会制度

（2004年～）導入へとつながり、2008年からは学

校支援地域本部事業も開始された。このように、

今日の我が国では「地域とともにある学校」が学

校を表す１つの代名詞ともいえる状況が現出され

つつある。こうした「地域とともにある学校」を

つくる試みは、過疎化・少子高齢化に悩む農山村

においても決して無縁なものではない。高齢化の

進んだ地域住民の学校教育への参画は住民の活性

化につながる可能性を秘めており、支える地域が

活性化することで、支えられる学校もまた活力を

高めていけると期待される。また、地域が支える、

地域に根差した学校教育の展開は、成長とともに

都市部へと巣立つことが常であった子ども・若者

に対し、自身が生まれ育った地域への見方を変え

る契機となる可能性をもつものであるといえる。

少子高齢化・過疎化に悩まされてきた農山村だか

らこそできる「地域とともにある学校づくり」の

可能性を考えることは、地方分権が叫ばれ地域の

自立が求められる今日においてはとりわけ大きな

意義のあることであるといえよう。 

 

２．先行研究の整理と本稿の目的 

 本稿では、少子高齢化が進む中での学校教育、

そして「地域とともにある学校づくり」の２つの

観点から先行研究を整理した（第１章）。先行研究

の課題としては、①学校統廃合をめぐる研究にお

いては、その多くが統廃合されることを終着点と

しており、統廃合後の学校と地域の関係（再）構

築について具体的な事例を取り上げその内実を分

析した研究は不十分であること、②地域住民の学

校運営への参画に関する研究においては、地域住

民の学校運営参画自体を検討する研究が多く、教

育目標・内容や子どもたちの学びという視点も含

めて総合的に検討した研究は管見の限り見られな

いこと、が挙げられる。 

 本稿では、事例として長野県槝平市木島平村を

取り上げ分析を行うこととする。木島平村には、
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現在小・中学校が各１校設置されている。このう

ち小学校は2010年の学校統合の結果１校となった

ものであり、現在小中一貫型のコミュニティ・ス

クール（以下、「ＣＳ」）の設置に向けた試みがな

されている。 

 本稿では、木島平村のＣＳ構想について、その

背景にある学校と地域の課題とＣＳ導入のねらい

を分析するとともに、この取り組みの意義や課題、

展望などについて考察することを通して、農山村

における地域とともにある学校づくりの可能性を

明らかにすることを目的とする。 

 

３．得られた知見 

 本稿の分析から得られた知見は次の３点である。 

 第１に、「地域の論理」と「教育の論理」との葛

藤を乗り越えて新たな学校と地域との関係を創り

出すための出発点としての学校統合の在り方であ

る（第２章）。学校統合を「地域の論理」に従って

考えたとき、「地域から学校が消える」というのは

容易に受け容れられることではなく、そして学校

と地域との関わりが密接であればあるほど、それ

に対する抵抗が強いことは言うまでもない。しか

し一方で、子どもにとって望ましい教育環境の保

障を考えたとき、そうした「地域の論理」はとき

に足枷ともなり得ることになる。長年学校を支え

てきた地域の抱く「ノスタルジア」を乗り越える

ことは、学校統合を行う上では避けることのでき

ないプロセスであることが確認された。こうした

「“教育の論理”と“地域の論理”との葛藤を乗り

越えての学校統合」という在り方は、統合後の学

校が地域との関係をゼロから再構築していくこと

の必要性を浮かび上がらせたということでもある。

そして「地域」というものの在り方を考えたとき、

統合後に学校が直面するのは単に「地域がない」

ということではなく、「学区とは範囲の異なる複数

の地域を抱えている」という現実である。統合後

の新しい学校における「地域とともにある学校づ

くり」を考えたとき、その学校が担うのは統合前

の学校と範囲が重なっていた複数の地域を統合す

る核になるという役割である。その役割を果たす

上では、旧来の地域それぞれがもつ異なった特色

をいずれも生かしつつ融合していくという難しい

取り組みに挑む必要も生じてこよう。学校と学校

を支える地域との関係を考えたとき、学校統合は

それがなされたことをもって区切りが付けられる

というものではなく、新しい「地域との関係」を

構築していくためのスタートラインに立ったこと

を示す出来事といえるのである。 

 第２の知見として、ＣＳ化には、統合によって

切り離された学校と地域との関係を統合後の新し

い学校に合う形で再構築するとともに、新しい学

校を舞台として展開される諸活動を通じて地域の

課題そのものを解決していくという効果が期待さ

れるという点である（第３章Ａ）。木島平村にとっ

て、ＣＳの導入は統合後の学校に地域の人々が関

わる公的なルートをつくるとともに、学校の教育

活動全般を支えていくという役割を担うことで、

統合前の単位のまま存在していた地域をそれぞれ

の特色を生かしながら統合後の新しい学校に合う

形で再編していく手段ともなり得る。さらに、学

校に住民が関わるということは、学校を舞台とし

て村を挙げての次世代育成の取り組みが展開され

る可能性が拓けるということでもあり、「村ととも

にある学校で村の将来を担う人材を育む」という

ことは、ひいては村そのものの活性化に繋がる取

り組みであるといえよう。 

 第３の知見は、こうしたＣＳを核とした「地域

とともにある学校づくり」に子どもが参画する可

能性を提示した点である（第３章Ｂ）。「地域とと

もにある学校づくり」が盛んに言われてはいるも

のの、そこで語られるのは保護者や地域住民の参

画が主であり、ほとんどの場合、子どもはあくま

で学校で行われる教育活動の「受け手」という位

置づけに留まっているといえる。これに対し、本

稿で見てきた木島平村の事例においては、中学校

で学校づくりをテーマとした教員と生徒による熟
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議が開かれる等、子どもも「地域とともにある学

校づくり」の一翼を担う可能性が確かに見られた。

木島平小学校・中学校では既に「学びの共同体」

を中心とした授業実践が展開され始めており、子

どもが教育の「受け手」として固定されるのでは

なく、学校の教育活動に主体的な立場で参画する

素地はつくられつつあるといえる。こうした「子

どもが主体的に参画する場面」が授業のみならず

学校づくりそのものに広がっていく可能性が見ら

れたことは、木島平村のＣＳづくりのこれからを

考える上では見逃せない点であるといえよう。 

 

４．今後の課題 

 本研究の今後の課題としては、①本稿が１つの

事例のみを対象としたケーススタディであること

から、得られた知見が普遍的に通用するものであ

るのか、そこに地域特有の条件が付随したもので

あるのかを見極めていかねばならない点、②実施

したインタビュー調査の対象がＣＳ推進委員を務

めている方々に限られていることから、今後調査

対象を広げ、小中学校の一般の教員や保護者、村

民、そして小中学校に通う子どもたちの声を拾っ

ていき、ＣＳ構想に対する村全体での認識の有り

様を捉えていく必要がある点、が挙げられる。 

 今後、上記の課題を踏まえ、木島平村において

継続的に調査を実施する予定である。 
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日本の高等教育におけるグローバル人材の育成 

―留学生、帰国生の入試と教育に着目して― 
代表 譚 君怡（比較教育社会学コース） 

張 燕（大学経営・政策コース） 

張 梅（比較教育社会学コース） 

井田 頼子（比較教育社会学コース） 

指導教員 恒吉 僚子（比較教育社会学コース 教授） 

 
１．研究の目的と構成 

 グローバリゼーション・知識経済社会の進展と

ともに、世界に通用する人材の育成は世界各国の

高等教育の重要な目標となってきている。日本で

も近年、「グローバル人材」を育成するための高等

教育国際化改革が重要な課題とされており、産官

学連携で人材を育成していく政策が模索され打ち

出されつつある（産学連携によるグローバル人材

育成推進会議 2011）。こうした政策の動向では、

大学自体のグローバル体質を向上させるための改

革だけではなく、制度、仕組みの改革を通して、

日本人学生の海外留学と優秀な留学生、帰国生の

積極的な受け入れによる、双方向的に人的流動を

一層強める方向性が見られる。学生の移動を促進

することで、グローバルな視野を持つ「グローバ

ル人材」の育成が期待されている。「グローバル人

材」の枠組みの中で、今まで別々に論じられてき

た留学生と帰国生は同じ範疇で認識されるように

なり、このような多様性を持つ学生たちはグロー

バル化への対応策のためのリソースとされてきた。

グローバル化を目指す大学の国際化改革を推進す

るにあたって、いかに留学生、帰国生のような多

様な背景を持つ学生を包摂しつつ、彼らの多様性

を最大限生かすかということが重要な課題である。 

 これまでグローバル人材と高等教育に関して、

制度や評価指標をもとに研究が進められてきたが

（北村 2010他）、多様性を持つ学生当事者の視点

を切り口とする研究は少なく、前述した学生の多

様性を包摂する大学のあり方を模索するには不十

分である。そこで、本研究は留学生、帰国生の視

点から彼らの学習の実態や学習ニーズを明らかに

することで、彼らを包摂する大学のグローバル人

材育成に関する課題を提示する。 

 具体的には、近年の政策の方針に対応しながら、

日本の高等教育における「教育」と「入試」とい

う２つの部分に焦点を当てて３つの調査を行った。

「教育」の部分では、大学の国際化の先進的な事

例として立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）と秋

田国際教養大学（ＡＩＵ）に対する事例調査を実

施し、「入試」の部分では、留学生、帰国生の大学

入試を支援する塾に着目し、留学生の進学塾、帰

国生の進学塾それぞれにおけるフィールド調査を

実施した。 

 

２．留学生の視点からみた日本の大学の国際化―

カリキュラムの国際化に焦点を当てて 

（担当：張燕、譚） 

 第２章では、大学国際化の先進的な事例である

ＡＰＵとＡＩＵを取り上げ、それぞれがカリキュ

ラムの国際化に取り組む教育理念や実践を整理し

た。次にそれを踏まえたうえで、留学生のインタ

ビューを通して、留学生の実態を明らかにした。

留学生の語りから（１）多文化的な学習空間（２）

柔軟な学期制度（３）英語による授業（４）柔軟

な専門という４つの分析軸にまとめ、両大学の国

際化されたカリキュラムにおける留学生の学習の

実態とニーズを検討した。考察した結果、留学生

の出身地域、留学形態、言語力などの面によって
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多様な学習のニーズが存在するため、国際化制度

の目標通りの成果が得られる一方で、意図しなか

った結果も同時に存在する可能性があるというこ

とが明らかになった。そこから、今後の日本の大

学国際化改革に対して、このような留学生の多様

性を配慮するカリキュラムの充実が必要であると

提言した。 

 

３．留学生の大学入試対策（担当：張梅） 

 第３章では、国際化の進行に伴い注目度が高ま

っている、中国人留学生を主な事例とし、留学生

入試専門の学習塾に焦点を当てることを通して、

留学生の大学受験対策問題について検討した。本

章の分析を通し、以下の諸点が示された：まず、

留学生入試専門塾の需要が増加した理由として主

に①留学生の進学意識が強いこと②経済的ゆとり

ができたことという２点が挙げられた。次に、留

学生が学習塾に通う主な目的として①受験に必要

な学力を身に付ける②情報収集③学習環境を求め

るという３点が明になった。そして、留学生が学

習塾に通う際の問題点として、受講料の高さと通

塾の距離的な遠さが挙げられた。 

 

４．帰国生入試対策塾における帰国生の知識習得

過程（担当：井田） 

 第４章では、帰国生入試対策を実施する塾にお

ける帰国生の知識習得過程を英語のクラスにおけ

る生徒間のやり取りをもとに明らかにした。その

結果、彼らは長文の内容に関する自己の知識量の

程度を教室内で他の帰国生のそれと比較・相対化

させ、集団内で共有させたのち、入試で求められ

るとされる知識を各自で習得していることが明ら

かになった。つまり受験を控える帰国生にとって、

受験対策とは必ずしも講師の講義を一方的に聞き

知識を習得する方法だけではなく、授業内で互い

に知識の相互補完体制をとることをも重視してい

るのである。 

 それは、カリキュラムが多様な教育を受けた者

が集まった際に起こりうる「新しい価値を創造す

る能力」（産学連携によるグローバル人材育成推進

会議 2011, p.3）に該当する姿勢だと解釈できる

のではないだろうか。すなわち科目試験や小論文、

面接だけでは読みとれない、彼らの知識共有によ

る新しい価値の創造性である。本章では今後より

鳥瞰した評価基軸における選抜方法の一検討材料

として、今回の調査結果を提示することとしたい。 

 他方で、発言を控え大人しい生徒がいることも

確かであり、その理由については今後さらに調査

を進める必要がある。 

 

５．総括 

 以上の本研究の考察では、多様な背景を持つ留

学生、帰国生が日本の高等教育における既存の制

度に参入する際に、日本のシステムに適応してい

くための努力の様子から、日本の入試制度や高等

教育が彼らの多様性に十分に応えて、活用してい

るとは言えないという現状が明らかになった。ま

た、彼らが多様性を持つからこそ、異文化交流、

知的創出のエージェントとなる可能性も示唆され

た。したがって、産官学連携して「グローバル人

材」の育成を推進する際に、それらの多様性を持

つ学生を制度的に包摂しつつ、創造的に活用して

いくことの重要性が改めて示唆された。本研究は

それを目標に改善するために、彼らの入試、教育

の実態を解明し、そしてその課題を提示した点に

意義がある。さらに、本研究は今まで同じ範疇で

論じてこなかった「留学生」と「帰国生」から、

多様性の持つ当事者という枠組みによって、「入

試」と「教育」という複数の角度から「グローバ

ル人材育成」政策の課題を検討した点には新規性

があると考える。 

 

引用文献  

産学連携によるグローバル人材育成推進会議、

2011、「産学官によるグローバル人材育成のた

めの戦略」（平成23年４月28日）」 
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(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shi

tu/sangaku/1301460.htm) 

北村友人、2010、『グローバル人材育成のための大

学教育プログラムに関する実証的研究』文部

科学省 平成21年度国際開発協力サポートセ

ンター・プロジェクト 研究代表者 北村友

人。 
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探究学習と大学の学習および将来展望とのレリバンス 

：岡山県立岡山操山中学校・高校の 

未来航路プロジェクトを事例として 
代表 冨田 知世（比較教育社会学コース） 

日下田 岳史（同上・日本学術振興会特別研究員ＤＣ） 

鈴木 翔（比較教育社会学コース） 

山口 泰史（比較教育社会学コース） 

指導教員 本田 由紀（比較教育社会学コース 教授） 

 
１．本稿の目的 

 本稿の目的は、岡山県立岡山操山中学校・高校

の総合的な学習の時間「未来航路プロジェクト」

を事例とし、公立中高一貫校における探究的な学

習に教師が期待する「効果」を、生徒も同様に認

識しているのかを実証的に分析することである。 

 「未来航路プロジェクト」は次の３つの理由か

ら、先駆的実践として位置づけることができる。

まず、中高一貫教育を象徴する実践である。岡山

操山中学校・高校は、2002年度に併設型県立中高

一貫校として開校した。新設された岡山操山中学

校では、特色ある教育内容として、「自己探求活動

の充実（「たんきゅう」の漢字は「探究」ではない）」

を掲げており、総合的な学習の時間を利用した「未

来航路プロジェクト」の実施をうたっている（岡

山県立岡山操山中学校・高等学校2001『操山』）。

第２に、「未来航路プロジェクト」は、中学校・高

等学校新学習指導要領で強調されている探究学習

のモデルとなる実践である。そして、第３が、「未

来航路プロジェクト」では、探究学習で設定する

テーマと、大学での学習や将来展望に一貫性を有

すること、すなわちレリバンスをもたせることが

理念とされていることである。 

 本稿は、単なる実践事例紹介ではなく、教師の

認識に基づきながら、実践の理念や実践上の困難

さについて理解する。また、未来航路プロジェク

トを受けた生徒は、教師が意図した実践の理念ど

おりの「効果」を大学入学後に認識しているのか

をアンケート調査によって明らかとする。さらに、

教師の認識から見える、中学校と高校の未来航路

プロジェクトの違いにも言及する。 

 カリキュラム・イノベーションが起こるには、

新たな実践の具体的中身についての知識も当然重

要であるが、それ以上に、新たな実践に対する教

師の認識、生徒の認識にどのようなイノベーショ

ンが起こるのか、もしくは起こらないのかを考慮

する必要がある。本稿は、カリキュラム・イノベ

ーションを学校組織レベルから総体的に理解する

材料を提供する。 

 

２．調査の概要 

 本プロジェクの調査の構成は、未来航路プロジ

ェクトの「効果」に対する教師の認識を明らかに

する第１次調査と生徒の認識を明らかにする第２

次調査から成る。 

 第１次調査として、教師の認識をとらえるため、

本プロジェクトメンバーは岡山操山中学校・高校

の教師に対する個別・複数名インタビュー（７月）、

管理職や未来航路プロジェクト担当の教師との複

数回の会議（６月～10月）、授業見学（10月）や資

料収集（学校訪問時）を実施してきた。これらの

調査過程で未来航路プロジェクトの「効果」に対

する教師の認識をとらえている。 

 第２次調査では、未来航路プロジェクトの「効
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果」に対する生徒の認識を明らかにした。岡山操

山高校を卒業し、現役で進学・進級した場合、2012

年度現在大学１～４年生に在籍している卒業生に

対するアンケート調査を行い、把握を試みた。ア

ンケート項目は、第１次調査で得られた、教師が

認識する「効果」、もしくは期待する「効果」を反

映させた項目となっている。本アンケート調査に

よって、未来航路プロジェクトに対する生徒（卒

業生）が認識する「効果」を明らかにできると同

時に、教師の期待との一致、もしくは不一致を示

すことができる。 

 

３．第１次調査結果の概要 

 まず初めに、岡山県立岡山操山中学校・高校の

教育理念と未来航路プロジェクトの関係について

述べる。中高一貫校化当時、岡山操山中学校・高

校はテストや数値で測れる「力」ではない「力」

の育成を目指していた。岡山操山中学校・高校で

はその「力」を育成する象徴的実践として、未来

航路プロジェクトを位置づけている。そして、中

高一貫校化当時の理念は、今も「異なる」形で教

師の認識のなかに浸透している。岡山操山中学

校・高校では、テストや数値で測れる学力、進学

率、合格率とは異なる「力」について、教師たち

は、その時々で「社会力」といった言葉や、「豊か

な心」「高い志」といった言葉を用い、指し示して

きていることがインタビュー調査からは明らかと

なった。しかし、言葉が違っていても指し示す中

身は、テストや数値で測れる学力、進学率、合格

率ではない、という点では共通している。 

 次に、未来航路プロジェクトの学習内容を説明

する。高校では次のような学習プログラムが用意

されている。学習方法の習得、職業研究、話し方・

聞き方学習（弁論）、大学学部・学科研究、ディベ

ート、異文化理解、進路系統別課題研究というプ

ログラムを、左記にあげた順で２年生の１月まで

行っていく。進路系統別課題研究が１年生の１月

からスタートし、２年生の１月まで時間が用意さ

れている。一方、中学校の未来航路プロジェクト

は、高校で行われている系統別課題研究にあたる

学習過程、すなわち探究学習に力点を置いた取り

組みといえる。研究テーマは複数設けられ、その

テーマごとに探究学習も繰り返される。 

 未来航路プロジェクトは中学校と高校の両学校

段階を越えた連続的実践となることが目指されて

いる。しかし、中学校と高校の未来航路プロジェ

クトの実践には異なる点がある。教育課程上の時

間数の違い、未来航路プロジェクトに占める探究

学習の時間数の違い、学習環境・設備の違い、運

営方法の違い、実践に対する教師の価値づけの違

いの５点から説明できる。いずれにおいても、中

学校のほうが高校よりも、充実、重要視されてい

る実態だった。 

 最後に、７月に行った岡山操山中学校・高校教

師へのインタビューから抽出した、学校の教育活

動全体や、未来航路プロジェクトにおいて、はぐ

くみたい「力」に対する認識を説明する。インタ

ビューで共通してみられた認識は、探究学習のテ

ーマと大学の学習や将来展望を一貫させること、

レリバンスを見出すことができる生徒を「望まし

い」ととらえる認識である。この知見を、続く第

２次調査のアンケート項目に反映させている。 

 

４．第２次調査結果の概要 

 第２次調査では、2009～2011年度岡山操山高校

卒業生に対するアンケート調査を実施し（分析は

４年制大学進学者のみ）、高校の未来航路プロジェ

クトの系統別課題研究の「効果」に対する生徒の

認識を明らかにした。分析で得られた知見は、第

１に、系統別課題研究の進め方として、専門的な

情報収集行動をとっていた者ほど、志望と進学先

が一致していると答えている、第２に、岡山操山

高校の未来航路プロジェクトは大学の学習とレリ

バンスをもつ、そして第３に、岡山操山高校の未

来航路プロジェクトは大学卒業後の将来展望を考

えるのに役立つという実感が必ずしもあるとは言
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えない、という３つである。 

 

５．まとめ 

 第２次調査の第１、２の知見で重要となった未

来航路プロジェクトの変数とは、専門的な情報収

集行動であった。しかしこの学習行動はすべての

生徒に対して均一に機会が割り当てられているも

のではない可能性がある。専門的な情報収集行動

をとれる機会を、すべての生徒に与えることがで

きる施策が望まれる。 

 調査の設計上、明らかにできなかったことがあ

る。第３の知見が見出される際、大学卒業後の将

来展望と直接の関連を持つのは、高校が直接働き

かけることが難しい条件だった。それは本人が生

来的に持っている固有な性質の場合と中学までの

義務教育の成果である場合が考えられるがいずれ

の解釈が妥当かはわからなかった。同様に、内進

生／外進生の違いが、大学の学習、将来展望との

レリバンスに直接的に影響を及ぼすことは認めら

れなかった。この結果は、高校において内進生と

外進生の「差」がなだらかになっているのか、内

進生が中学校段階までの成果を高校で活かせてい

ないのか、どちらを意味しているのかはわからな

い。詳細な調査は今後の課題としたい。 
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教育研究におけるディシプリン間の相違と関係性 

―教育学と教育社会学の対立に着目して― 
代表 齋藤 崇德（比較教育社会学コース） 

堤 孝晃（比較教育社会学コース） 

加藤 真（比較教育社会学コース） 

指導教諭 橋本 鉱市（比較教育社会学コース 教授） 

 
１ 研究の目的と概要 

 本論の目的は、カリキュラム・イノベーション

に向けて、教育内容のレリバンスについて議論す

る際の対立点を形成する教育研究内の諸ディシプ

リンの特性を、多角的な観点から明らかにするこ

とである。本科研プロジェクト全体の課題は「二

者択一的な指導観から脱却を図り、社会的レリバ

ンスを有する学力観へと転換を図る」となってお

り、統合・統一を強調している。これはすなわち、

どのような「レリバンス」を重視するかという対

立が前提となっていることを意味している。 

 このような状況にたいし、本論は教育学と教育

社会学の学問的特徴に対し、学問の内容と科学者

共同体とを関係付けながら、実証的にアプローチ

する。具体的には、学問間の比較を実証的に行う

ために、研究者共同体を細分化し、それぞれにつ

いて議論する。 

 まず、第２章では共同体そのものの構成を明確

にするために学会の所属分析を行う。次に共同体

を形作るものとして次の三つの主題を設定した。

第一に、第３章では学問の教育活動・研究者の再

生産をみるために、大学のシラバスを分析する。

次に第４章では、Ｊ－ＧＬＯＢＡＬのデータを分

析することによって、各学問共同体の研究者のア

イデンティティを分析する。最後に、第５章では

教育社会学の方法論を整理し、第６章では『教育

学研究』と『教育社会学研究』のテキスト計量分

析を行うことにより、各学問における研究活動を

分析する。 

 これら主題について第２章で分析した、学会・

大学に関する制度的変数を用い、それぞれの主題

における偏りについて議論することによって、学

問共同体に関する制度的な要因と内的な要因との

関連を明らかにする。 

 

２ 分析によって得られた知見 

 第２章では、学会名簿を用いた学会の「所属」、

学会の大会での「発表」、各学会の機関誌に掲載さ

れている「論文」という両学会の３つの側面につ

いて、所属機関の制度的変数を用いて分析を行っ

た。そこで得られた知見として、まず、会員数や

大会発表数の増加に伴って、所属機関の数や種類

も増加していたことがわかった。学会全体は量的

に拡大し、質的にみても拡散しているが、その拡

大には「中心－周辺」の構造的な分布の違いとそ

の変化がみられる。また、大学等以外に所属する

教育実践に関わると考えられる者の割合が年々減

少し、全体として大学を中心とするアカデミック

な志向性が強まっている可能性が示唆された。さ

らに、学会ごとに傾向は異なるが、中心的位置を

占める大学等の内部にも分布の違いがみられた。 

 第３章では、教育学と教育社会学の授業内容に

ついて、各大学の授業シラバスを用いて分析を行

った。具体的には、教育学会、教育社会学会に所

属する学会員に着目し、学会員が、所属の大学で

どのような授業を展開しているのかを検討するこ

とによって、教育学と教育社会学という２つのデ

ィシプリンの共通点と相違点を明らかにした。分

析の結果、次の知見が得られた。第一に、「教育所

属サイズ」、「教社所属サイズ」が小さい大学では、
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教職を重視した授業が多く展開されている一方で、

サイズが大きい大学になるにつれて、各教員の専

門分野を扱う授業が多くなる。第二に、「教育所属

サイズ」、「教社所属サイズ」が大きい大学になる

ほど、大学院向けの授業として学会員が担当して

いる授業が多くなる。第三に、教育学、教育社会

学それぞれの概説的な授業が、教育学では「教育

所属サイズ」が大きくなるほど減少した一方で、

教育社会学では「教社所属サイズ」が大きくなる

ほど多く開講されていた。第四に、「教育所属サイ

ズ」、「教社所属サイズ」の大小によって、社会調

査実習の有無にも違いがある。 

 第４章では、Ｊ－ＧＬＯＢＡＬのデータから、

現代日本において教育学と教育社会学を研究分野

としている学者たちの他に登録している研究分野

および研究キーワードをみることにより、教育学

者・教育社会学者たちの研究に関するアイデンテ

ィティを多角的に比較分析した。第一に、「研究分

野」と「研究キーワード」の単純な頻度の分析か

ら、教育学におけるアイデンティティと教育社会

学におけるアイデンティティには、強い関係性が

ありながらも明確な相違点があることがわかった。

第二に、学位取得年および機関カテゴリの変数を

組み入れた分析から、教育社会学が教育学に比べ

変数に関わらずより一貫したアイデンティティの

構造を示していることがわかった。 

 第５章では、「教育社会学で用いられる研究方法

の整理」および「方法の制度的分析」を行った。

具体的には、教育社会学で採用される種々の方法

の割合がどのように変化してきたかを時系列的に

整理し、さらにそれが第２章で整理した制度的変

数によってどのような偏りをもっているのかを明

らかにした。知見としては、全体として方法論の

多様化および高度化がみられた。社会学が過去に

経験したトレンドを全体が引き受けているとはい

え、大学カテゴリ別にみると違いがみられた。こ

こには、データ取得の容易さなどの要因や、今回

のカテゴリよりもさらに小さなそれぞれの大学に

おける特有さなどの要因が考えられる。重要なこ

とは、先行研究で見出されなかった方法論の分布

の差異が、機関変数別にみた場合には一定の偏り

が確かに存在するということである。 

 第６章では、テキストマイニングの手法により、

主に『教育学研究』誌と『教育社会学研究』誌に

対して内容分析を行い、それらと制度的変数など

との関わりを見出した。その結果、第一に、単語

単位の分析においては、教育学研究誌と教育社会

学研究誌とでは類似した傾向がみられるが、係り

受け分析により語の文脈をみてみると、教育学と

教育社会学とで同一の言葉を使用していても、そ

の文脈が異なることが示唆された。第二に、年代

と著者の所属機関カテゴリの変数を組み込んだ分

析によって、当然ながら歴史的に研究内容は変化

しているのみならず、著者がどのような性質の機

関に所属しているかで、研究内容が変化するとい

うことが示唆された。 

 結論として本論は、第一に、多面的な学問間の

比較の可能性を示すとともに、第二に、一面的で

はない複雑な制度的な偏りのあり方を実証的に示

した。比較的方法を用いながら、制度的変数と学

問的活動との関連を見出していくことの重要性を

実際に示すことができたと考える。 
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カリキュラム形成に関わる教職の専門性・専門職性の研究 
代表 櫻井 直輝（学校開発政策コース） 

梅澤 希恵（学校開発政策コース） 

葛西 耕介（学校開発政策コース） 

津田 昌宏（学校開発政策コース） 

福嶋 尚子（学校開発政策コース） 

指導教員 勝野 正章（学校開発政策コース 准教授） 

 
１．はじめに 

 本研究の目的は、教職の専門性・専門職性につ

いて、その現代的位相を明らかにすることを通じ

て、本プロジェクト研究の主題である「カリキュ

ラム・イノベーション」（以下、ＣＩ）の可能性を

検討することにある。 

 教職によるカリキュラムの自主的な編成がＣＩ

の必要条件とすれば、教育改革の最中にある学校

現場にあって、カリキュラム形成に関わる教職の

専門性・専門職性がどのように発揮（阻害）され

ているのかを検討する必要が生起する。 

 第一に、理論研究として教職＝専門職論をはじ

めとしたこれまでの教職の地位と権限に関する理

論の整理を行い、その到達点と課題を示すことで、

教職理論研究の見取り図を提供することを目指す。 

 第二に、ＣＩの可能性を検討する必要から、カ

リキュラム形成へ着目し、そこにおける教職の専

門性・専門職性の実態を明らかにする。 

 以上の分析を受けて、第三に総合学習のカリキ

ュラム形成を通じたＣＩの可能性を、今一度教職

理論研究の観点から検討することを通じて、本研

究のまとめと今後の課題を析出する。 

 

２．理論研究の概要 

 第一に、理論研究を通じて以下の点が明らかと

なった。教育法学、教育行政学における教職＝専

門職論は、米欧と同様、専門職化論の衰退により

「顕著な」進展を見せてこなかった。しかし、こ

れは断絶を意味しているわけではなく、70～80年

代以降の研究が、各学問領域において個別に深化

した結果であったと思われる。これまでの研究で

は、専門性の核としての個人の専門的自律性、そ

して専門職性の核として集団の自律性が論じられ

てきた。これらは、あくまで教職を主体にした議

論であり、一人称的（教師（集団）自身の地位・

権限の問題）に捉えられてきたものといえる。し

かしながら、70～80年代以降教師文化研究等によ

って明らかにされた教職の特性である協働性、同

僚性概念の深化は、この自律性を複数のアクター

間の関係の中で規定されるものとして捉えること

を促したといえる。特に、Fieldingによる「ラデ

ィカルな同僚性」概念は、教職を民主的専門職と

いう新しい専門職概念へと捉え直す契機を含んだ

ものであったといえよう。すなわち、同僚性の対

象を学校外へ拡張し、教職固有の自律性の内実が、

「職業的多律性」であることを示したのである。

他方で日本の教育法学においては、カリキュラム

をめぐる教師の権限は、教育活動の内容の性質に

応じて、親や地域住民といった権利享有主体との

関係において制約を受けることが明らかにされて

きた。「多律性」を構成するアクターそれぞれの役

割、権限・権利の態様を法理論的に同定した教育

法学の知見はこの「ラディカルな同僚性」を築く

試みでもあると捉えられる。 

 

３．事例研究の概要 

Ａ 事例の概要 

 本研究では、小学校２校において計９人の教師

（うち管理職２人）、また中学校３校において計６

人の教師（うち管理職１人）に総合学習のカリキ
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ュラム形成に関するインタビュー調査を行った。

インタビューは、基本的に平成24年度の総合学習

について行ったが、一部は平成23年度の総合学習

に関して行った。 

 総合学習の年間カリキュラムは、小中学校とも

に新年度の年間カリキュラムを前年度に作成して

いる。一方で、新年度の対応には両者の相違が見

られた。小学校では、新年度になってから各学年

がそれぞれ実態に合わせて学習内容までも変更し、

カリキュラムを大きく変えることもあるもあるが、

中学校ではそうしたことは少ない。この当初の年

間カリキュラム作成に保護者や地域住民などの外

部アクターが関わることはなかった。しかし、学

校評価等を通じその声は学校へ届けられており、

学校としてもそれを受け止め、対応していること

がわかった。 

 

Ｂ 分析結果 

 事例分析では、総合学習のカリキュラム形成を

自律性、同僚性、権限関係の観点から分析した。

まず、自律性に関しては以下の２点が指摘できる。

第一に、学校として、外部に対する集団的自律性

が確認されたことである。事例から明らかになっ

たように、今日の学校現場では、制度的に外部の

声が反映される制度が構築されている。しかしな

がら、その声を教育内容に反映される最終局面に

おいては、教師集団に決定権が留保されている。

この点の裏返しとして第二に、決定権限が集団に

留保されるため、教師個人レヴェルの自律性は制

約されているといえる。こうした組織的対応に戸

惑いを感じる教師も少なからずいることに留意す

る必要があるが、カリキュラム形成は教師の専門

性に任されていると結論付けることができるだろ

う。次に、同僚性に関して、学校内、学校外双方

の視点から以下の点を指摘できる。まず、教師間

の関係では、教育観の共有が見られたということ

である。これは主にリーダーシップを発揮するベ

テラン教師と、そのフォロアーとなる教師との間

に観察された。しかし、広範囲に波及するもので

はなく、その範囲は限定的である。次に外部アク

ターとの関係では、同僚性概念に相当するものは

観察されなかった。現状においては、価値の共有

の段階にはなく、教師主導のカリキュラムの中で

協働関係にあるといえよう。最後に権限関係につ

いてである。各校の総合学習においては、個々の

親の（狭義の意味での）教育をする権利、知る権

利、学習権、評価権、教育要求権、ないしは拒否

権（裏返しとしての承認権）や、子どもの価値権

に対する強制を踏みとどまる教師の自律性が観察

できた。さらに理論的には、親集団による総合学

習実践の決定権、あるいはそれへの決定的影響力

の行使、という構図もあり得る。子どもの職業観

に密接に関わる教育内容について、親集団が教師

に対して要求を提示するルートが確保されること

は、上記のような個別的な権利保障と同時に目指

されるべき課題であろう。 

 

４．結論と今後の課題 

 最後に、本プロジェクト研究の主題であるＣＩ

に向けた検討を、特にカリキュラムの「社会的レ

リバンス」の観点から行う。 

 本研究で対象とした総合学習は、それ自体が社

会との結節点たりえる可能性を有する。すなわち、

学校を物理的に外部へと開くことで、教育内容、

学びの様式を学校独自の文脈に留めずに、地域社

会の文脈に埋め込むことが可能なものといえよう。

教師は、子どもたちを「地域の子どもたち」とし

て認識し、学校も「地域の学校」と認識すること

で、地域固有の文脈に適応する努力を怠らない。

ここにおいては、地域に迎合するのではなく、自

らの専門的見識に基づく判断によって「地域の子

どもたち」に真に必要とされるものを取捨選択し

ている点に留意する必要がある。 

 こうした教師の専門的自律性に基づくカリキュ

ラム形成が、真に「社会的レリバンス」を有する

カリキュラムを創り上げるうえでは、そこに参与
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するアクターの価値共有を含んだ協働（同僚性）

が不可欠となろう。事例からは、現段階の学校現

場において、地域社会との同僚性は観察されなか

った。しかしながら、その萌芽は見られたといっ

てよいだろう。いかにして多律性を実現する同僚

性を構築するかが重要となる。しかしながら、上

記の点は教師集団の献身的な勤務実態によって生

成されたものであることに留意しなければならな

い。理論研究で示したように、教職研究は内的事

項と外的事項とに関わる研究を個別に深化させた。

したがって、教育の実際に基づく外的条件整備が

不十分となり、教師の多忙、そしてその不確実性

に起因する教職の難しさに直面する教師のための

能動的な理論としての役割を十全に果たしてえな

かったように思われる。「多律性」に基づくカリキ

ュラム形成を支える条件整備をいかにして行うか

という検討なしに、ＣＩを追究することは、教師

にこれまで以上のものを求めることとなり、疲弊

を招くものとなろう。この点は、今後の重要な課

題である。 

 現場の声を真摯に受け止めつつ、限られた財源

の中で、どのような方策を講じうるか、「教育の事

実」に基づいた学校・地域社会・行財政一体とな

った教育システムの構築がＣＩの前提条件として

検討されなければならない。 
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